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著者について 
 

ミッコ・ポーニオ (Mikko Paunio) MD, MHS は1961年フィンランドのトゥルク
⽣まれ。ヘルシンキ⼤学を卒業し、同⼤学で1990年に博⼠号を取得。1991年に
ブリュッセル⾃由⼤学でポスドク研究を⾏い、ジョンズ・ホプキンス⼤学ブル
ームバーグ公衆衛⽣学校を1993年に卒業 (保健科学修⼠)。公衆衛⽣の認証専⾨
家 (ヘルシンキ⼤学、1999) であり、ヘルシンキ⼤学で⼀般疫学の⾮常勤教授
を務める。 

 学者⼀家の出⾝であり、社会⺠主党員の三代⽬。1977年にフィンランド社会
⺠主党に⼊党。これまで以下の機関に勤務 : フィンランド保健厚⽣研究所、ヘ
ルシンキ⼤学、ジョンズ・ホプキンス⼤学ブルームバーグ公衆衛⽣学校、欧州
委員会、世界銀⾏、フィンランド社会問題保健省。アメリカ科学保健評議会の
科学政策諮問委員会委員。全⽶保健研究所アメリカ医学図書館に、刊⾏物40点
が所蔵されている。 

1987-88年には若⼿医学研究者として、フィンランド⾸相の設置したエネルギ
ー委員会において、各種⼀次エネルギー源の健康影響分析を担当。 

キャリアを通じ、⼀貫してエネルギー問題に取り組み続けている。 

 
 
免責条項 

本稿で提⽰された⾒解は著者⼀⼈のものであり、必ずしも著者の雇⽤者の⾒
⽅を反映したものではない。 
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概要 
パリ気候条約の裏には、影響などお構いなしに、エネルギーと⽔の使⽤を減

らそうという強い動きがある。富裕国はきわめて成功した環境衛⽣活動を実施
している。これは⽔とエネルギーの豊富な使⽤に依存しているが、これらの
国々は、そうしたものを放棄しようとする様⼦はまったくない。それなのに、
気候「機械」は貧困国の⼈々にそれと同じ便益を享受させまいと決意している
ようだ。この⽅針は、2050年の時点ですでに2億⼈の⽣命を失わせかねない。 

地球温暖化を1.5℃以下に抑えるという最近の報告で、気候変動に関する国際
パネル (IPCC) は公衆衛⽣論争にまちがった情報をもたらした̶̶特に最近
の、気候と健康に関するWHO報告と、第1回WHO⼤気汚染と保健に関する世界
会議 (WHOGCAPH) に誤情報が持ち込まれている。そのIPCC 報告は、いくつか
とんでもない主張をしているのだ: 

l 世界的にバイオエネルギーに転換すれば、脱炭素化は実現できると彼ら
は主張する。この政策は「地獄へ⼀直線」と⾔える。 

l 地球温暖化により「発展途上国の貧困者が最も苦しむ」と彼らはいう。
だがこの主張を⾏うために、IPCC報告は気候変動が公衆衛⽣に与える影
響についてのWHO公式推計を無視してしまった。その公式推計は、かな
り限られた影響しかないと⽰唆しているのだ。 

l 強硬な脱炭素化政策は、21世紀を通じて⼤気汚染により⽣じるはずの死
者1億⼈を予防する、と彼らは主張する。 

⼤気汚染は確かに問題だが、提⽰されている解決策はウソだ。ありがたいこ
とに、発展途上国の政府はIPCCのレシピなどに従うつもりはないようだし、ま
してヒラリー・クリントンによる、「健康な」調理ストーブを使うことで屋内
⼤気汚染に対処しようという発想などは無視している。 

むしろかれらは化⽯燃料、特にLPGに注⽬している。これは⽯炭やバイオマ
スより便利だし、都市部の屋内や周辺⼤気汚染を有効に削減できるのだ。 

2030年までに、世界最貧層の最⼤10億⼈がIPCC無視することで便益を享受す
るだろう。 
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1 はじめに 
2014年8⽉にジュネーブで開かれた第1回健康と気候に関する世界会議は、表向きはあ

まり⽬⽴たない出来事だったが、公衆衛⽣ロビーにとっては重要な成果であり、気候ロ
ビーとの「関わり」の開始を告げるものだった1。世界保健機関 (WHO) と世界気象気
候、および気候変動に関する国際連合枠気味条約 (UNFCCC) 主催によるこの会議は、閣
僚級の出席はごく少数で、しかもバルバドス、グレナダ、モルジブ、モルドバ、ネパー
ル、パナマ、スーダン、スリナム、ツバル、ウクライナといった国々が主だった。他の
国からの代表もいたが、閣僚級ではなかった。またいつもながらの⾮政府環境団体たち
も出席しており、さらに議論のファシリテーションに⼤きな役割を果たした、『イギリ
ス医学ジャーナル』 (British Medical Journal) 編集者フィオナ・ゴッドリーや、気候アク
ションの健康共便益と称するものの熱⼼な推進者であるUNFCCC事務局⻑ (当時) クリス
ティアナ・フィゲレス2など有⼒者もいた。フィゲレスは、翌年に調印される予定だった
パリ気候条約について各国の⽀持を得るために、どうしても⽀援を必要としていた。彼
⼥としては、この会合を使って世界公衆衛⽣官僚たちをこの活動の味⽅として引き⼊れ
ようという腹づもりだったのだ。「地球は医者を必要としている」と代表たちに告げ
た、プリンス・オブ・ウェールズからのビデオメッセージを⾒ても、⾃分の⽀持に回れ
と告げる圧⼒は明らかだ。 

 議論は活発だったが、ほとんど影響はなかった。この会合はもともと、ある特定の結
論を出すと決まっていたのだ。会合のあとで、WHO事務総⻑マーガレット・チャン博⼠
は、国連事務総⻑潘基⽂に対し、健康上の便益なるものがあるのでパリ気候条約を緊急
にまとめる必要があるという書簡を送った。 

翌年、パリ気候条約が国連加盟国の間で合意された。 

 

2 共便益なしの方針 
2014年ジュネーブ会合を⽪切りに、⼀連の技術部会や上級会合が開かれた。そうした

会合では、地球温暖化への対応策が持つ健康⾯の共便益が議論された。どの会合でも出
られた主張は、気候変動への対応策が、公衆衛⽣改善という⾯でも重要な「共便益」を
もたらすというものだ。国連とWHOの⾼官たちは、発電、⼯業、交通が推計年間700万
⼈の死者を、⼤気汚染によってもたらしたなどという、まちがった3⼀般認識を後押しし
てきた4。この単純でもっともらしい物語によれば、「こうした原因からの汚染を打破し
て、低排出の炭素中⽴世界に暮らすようになれば、こうした700万⼈の死者は防げま
す」。このおとぎ話は、マスメディアにより精⼒的に後押しされてきた。 

⼤気汚染、特に屋内⼤気汚染は、確かに重要な問題だ。これが特に問題となるのは、



 2 

薪や糞の焚き⽕と、原始的な⽯炭ストーブが暖房と調理の主な⽅法となっている貧困国
でのことだ。だが気候変動への対応柵がこうした死者数を減らすという⽰唆は、ひどい
歪曲だ。本当の解決策はすでに何⼗年も前からわかっている。固体燃料のかわりに、ま
ずはLPGなどもっときれいな化⽯燃料に移⾏して、やがては中央化された発電や現代的
な電⼒グリッドに移⾏することだ。 

中央化された電⼒⽣産は、すでに様々な国で⼤気を清浄にしたし、屋内⼤気汚染も減
らしてきた。もっと重要な点として、それは環境衛⽣⾯での⾰命を可能にした。電⼒グ
リッドはきれいな屋内⼤気だけでなく、きれいで豊富な⽔供給ももたらす。これはあら
ゆる先進経済における公衆衛⽣の基本だ。そしてコールドチェーン⾷糧保存も可能にし
てくれる。これは有効な環境衛⽣の実践における重要な⼀部だ。たとえば、2000年以来
1,560万⼈の⼦供の命を救ってきたはしかワクチンは、4℃で保存しなくてはならない5。 

したがって気候変動への対応を重視するために、こうした制度的な環境衛⽣を無視す
るという⽅策は、悲惨な結果をもたらしかねない。最近の拙稿では、それが2050年とい
う近い将来に、最⼤で２億⼈の死者を⽣みかねないことを⽰している6。 

 

3 大幅な脱炭素化 

IPCCの計画 
だが IPCC と WHO は動じないようだ。最近では、過激な気候変動抑制政策が、健康

上の共便益をもたらすという印象操作をあらためて強化している。この節では、両組織
の最新の刊⾏物を振り返り、そこで検討されている政策が健康に与える影響について検
討しよう。 

2018年10⽉、UNFCCC COP24のわずか数週間ほど前、IPCC は世界が地球温暖化を1.5℃
以下に保つ⽅策に関する特別報告を発表した7。この報告の中⼼メッセージは、こうした
温度安定化のためには世界の⼆酸化炭素排出を、2030年までに45%というすさまじい規
模で削減しなければならないというものだ。このとんでもない主張は、脱炭素活動が失
敗したら何が起こるかという恐ろしい予⾔つきで、マスメディアで広く報じられた。 

 IPCC報告書の第3章と第5章を読めば、1.5℃以上の温暖化が起きた場合、特に発展途上
国の貧困者が悲惨な運命に直⾯するという印象を受ける。たとえば第3章の⼀節にはこ
うある: 

 

地域的に差別化した多部⾨リスクは、すでに温暖化1.5℃で明らかとなり、脆弱な⼈々の暮

らす地域、主に南アジア(おおむねパキスタン、インド、中国)で⼤きなものとなるが、こう

したリスクは温度が上がるにつれてサブサハラアフリカ、中東、東アジアに広がると予測
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されており、2℃の温暖化では世界最貧層が突出した影響を受けてしまう(後略) 

 

これだと、強硬な気候変動削減⽅策以外にはこうした⾒通しを変えることはできず、
それを実施すればすぐに繁栄と平等性が実現するかのようだ。だが第5章は、こうした
強硬な⽅策⾃体が被害を起こし、しかもその影響は貧困者に特に厳しいことを認めてい
るのだ: 

 

近年の証拠を⾒ると、厳しい気候⽬標を達成するために必要な将来の削減活動、特に⼆酸

化炭素除去に関連したものは (中略) 貧困で脆弱な社会には⾷品価格上昇や耕作地をめぐる

競合、⼟地利⽤や⼟地収⽤を通じてかなりの制約をもたらしかねず (中略) 負の影響は地⽅

部の貧困者や先住⺠族が突出して被ることになる(後略) 

 

またこの報告書は、地球温暖化が世界の貧困者にとって悪い報せだと明確に述べてい
るのに、気候変動をそのままにしておくと、ずばりどのように健康に影響するのかにつ
いては不思議と何も語らない。 

 この報告書は、気候変動の健康への影響に関するWHOの定量推計の根拠となった論⽂
を何度も引⽤しているので8、その影響が明記されないのはなおさら奇妙に思える。死亡
者の推計値は⼀度も明確に述べられないのだ。実際の推計値̶̶2030年以降、毎年25万
⼈の死者̶̶を毎年の世界の死者数と対⽐してみれば、その理由がやっと⾒えてくる。
世界の年間死者数は、5千万⼈程度なのだ。気候変動で死亡率が0.5%上昇する程度で
は、⼤した政策対応は引き起こせないし、まして同報告書の著者たちが期待するような
経済を⼀変させる対策など、どう考えてもとうてい引き出せない。だから経済転換の理
由づけは、⽂中の他の部分で述べられている。 

 同報告書の⼤半では、1.5℃の温暖化⽬標を達成できそうな各種⽅法が詳細に検討され
ている。こうしたすべての「道筋」で、バイオ燃料やバイオエネルギーが広範に採⽤さ
れ、それらが燃やされるときに発⽣する⼆酸化炭素は、以下のどちらかのアプローチで
⼤気から除去されることとなっている: 

 

l 植林 

l ⼆酸化炭素貯留、通称BECCS (⼆酸化炭素貯留を伴うバイオエネルギー) 

 

だが⼀部の道筋では、エネルギー需要の⼤幅削減がはるかに重視されている(それです
らバイオエネルギーはやはり必要なのだが)。同報告書は、地球温暖化を1.5℃以下に抑
える便益も検討し、それが莫⼤なものになると宣⾔する。21世紀を通じて、「夭逝が1

億⼈以上避けられる」。これぞ強硬な政策対応の理由だというわけだ。 



 4 

サポート役のWHO 
このIPCC報告書発表の⼀週間後、WHOが「健康統合報告書」を発表した9。WHOによ

ると、この論⽂はIPCC報告書から⼈間の健康に関係した部分を「ほとんど⼀字⼀句転
記」したものなので、化⽯燃料利⽤の⼤幅削減が、同時に⼤気の質を改善し、それによ
り⼀億⼈の命が救われるというIPCCの主張が繰り返されているのは当然だろう。WHO報
告書に関わった⼈々は⼀⼈残らず、これが事実でないのを知っていたのだろう。おそら
くはこのために、報告書の冒頭にある但し書きでは、それが「いかなる形でもIPCC-

SR1.5の結果を置きかえたり、疑問視したり、再解釈したりしようとするものではない」
とされている。 

 

4 IPCC の計画が持つさらに大きな問題 
つまり、BECCSによる⼤幅な脱炭素化で⼈命が救えるというIPCCの主張は怪しげなも

のだ。だが、同報告書にはもっと深刻な問題がある。 

地球温暖化への対策が重要な共便益ももたらすという主張の最終的なソースは、ドリ
ュー・シンデルらによる科学論⽂10だ。そこには温度を1.5℃以下に抑える便益について以
下のように書かれている: 

 

⼤気汚染減少により、世界中で1.53±0.43億⼈の夭逝が救える。このうち~40%は今
後40年で起こるものである。これに伴う気候の負の便益は最低限にとどまる。 

 

確かにシンデル論⽂の詳細を⾒ると、「気候の負の便益は最低限」かもしれないが、
実はこれにはずっと重要な但し書きがついているのだ。1.5℃を実際に実現する⽅法、特
に負の⼆酸化炭素排出を実現するためのBECCS利⽤について論じた部分を⾒ると、きわ
けて重要な細部がいささかまわりくどい書き⽅で述べられている: 

 

こうした負の排出の⼤半は、商業的な規模ではまだ実証されていない技術によるも
のであり、今後実現するかどうかもわからない。こうしたシナリオにおける主要な
負の排出技術は⼆酸化炭素貯留を伴うバイオ燃料エネルギー (BECCS) である。こ
れは⽣物物理的、物流的、社会的制約に直⾯するものであり、想定されている規模
で導⼊するなら、世界の耕作地や⽔のかなりの部分を必要とし、⽣物多様性と⾷料
安全保障にも厳しい影響を与えかねない。 

 

⾔い換えると、バイオ燃料とバイオエネルギーがもたらす低炭素の未来はそもそも
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実現できるかどうかもわからず、できたとしてもあまりに広⼤な⼟地を必要とするの
で、飢餓、⽔資源枯渇、植⽣の全⾯的破壊をもたらす、ということだ。ちなみに、IPCC

の⼆番⽬のアプローチ̶̶植林による⼆酸化炭素貯留を伴うバイオ燃料̶̶は、BECCS

よりもっと多くの⼟地が必要だ！ 

IPCCの著者たちは、温暖化を1.5℃以下に抑えようとする際の巨⼤な問題点についての
シンデルの⾒解を⼗分に承知していた。実際、当のシンデルが第2章の主筆著者だった
のだ。バイオ燃料と森林に必要となる⼟地の量については、政策⽴案者向けの概要で述
べられている: 

 

地球温暖化を1.5℃に抑え、オーバーシュートなしか限定的とするモデル道筋の
場合には、50-800万km2の牧草地と0-500万km2の⾷糧や資料⽤作物向け⾮牧草農地
を (中略) 2050年までにエネルギー⽤作物や (中略) 森林に転換しなくてはならない 

(後略) 

 

つまり1.5℃の⽬標実現のためには、最⼤で1,300万km2の農地が⽣産から除去される。
ちなみにFAOの現在の推計では、農地の総計は4900万km2だ。だからこの提案は、それ
を27%減らしてやりくりしろ、ということだ。⼈⼝増⼤もあるし、これはいささか無謀
ではないだろうか。さらに指摘しておくと、IPCCの例⽰「持続可能性指向」シナリオで
は、これに加えてさらに700万km2の「他の⾃然⽤地」̶̶おそらくは原野̶̶を森林に
転換すると想定している。 

 当のIPCC報告が述べる通り: 

 

このような⼤規模な転換は、⼈間居住、⾷糧、飼料、繊維、バイオエネルギー、
炭素貯留、⽣物多様性など他の⽣態系サービスの持続的管理に対して深刻な課題を
突きつけるものである 

 

WHO報告の著者たちも、⼆酸化炭素除去技術の⼟地利⽤要件が問題だと承知してい
た。序⽂で彼らはこう述べる: 

 

だがあらゆる緩和活動が健康にとって有益というわけではない。たとえばバイオ
燃料利⽤の増⼤は、農地の供給に影響し、⾷料安全保障に影響する 

 

したがって、どちらの報告書の著者団も明らかに、1.5℃の未来へのバイオ燃料を使っ
た道筋は飢餓や環境殲滅をもたらすことは百も承知だったのに、それが問題ではないか
のように、⼆酸化炭素除去の保健⾯での共便益なるものを平気で挙げていたわけだ。 
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既述のように、IPCCはまた1.5℃⽬標の実現に、すさまじい需要削減を使う道筋も検討
している。こんなアプローチを正当化するためのソースは、拙速にまとめられた⼆つの
論⽂で11, 12「ライフスタイルの変化、追加的な⼆酸化炭素以外の温室ガス削減、エネル
ギー需要の電化をさらに急速な再⽣エネルギーに基づいて実施」することでエネルギー
需要を減らすというものだ。 

どうやらこの論⽂の著者たちは、想像する世界が貧困者向け電⼒グリッドを含んでい
なければ批判を受けると気がついたようで、急速な電化も強調している。しかし太陽光
や⾵⼒はベースロードもロードバランスも提供しないので、化⽯燃料のバックアップ
か、揚⽔発電という形での莫⼤な電⼒貯蔵能⼒がなければ現代的な電⼒グリッドを提供
できないし、それですらかなりの苦労を強いられる。これはドイツのエナギーヴェンデ 

(エネルギー転換) が⽰す通りだ13。蓄電池技術は⾵⼒や太陽光発電の⼤きなギャップを
満たすほどの⼤幅な発展を遂げることは絶対になさそうだ14. 15。 

また、低炭素だがバイオエネルギーなしの世界で、アフリカの世帯がどうやって調理
したり、家の冷暖房をしたりするのだろうか。IPCCがこれをまともに考えているとは思
えない。現在では、南アフリカを除くサブサハラアフリカに暮らす⼗億もの⼈々の総エ
ネルギー消費は、9割がバイオエネルギーに基づいている。安い化⽯燃料へのアクセス
が与えられないまま、彼らが相変わらず⽊炭で調理を続けるのであれば、アフリカ⼤陸
の⼈⼝が四倍になったら (国連によれば2080年にはそうなる)、アフリカの植⽣はどうな
ってしまうだろうか？ 6 

だから、こうした研究はBECCSについての⽂献よりもさらにいい加減な考え⽅に基づ
くものだと⾔うべきだろう。こうした研究や、そうした考え⽅を後押しする⼈々は、特
に途上国に暮らす貧困者にとって悲惨しかもたらさない16, 17。 

 

5 WHOGCAPH会議 
「はじめに」で明らかにしたように、WHOはすでに数年にわたり、IPCCと⼿を組んで

脱炭素の旗を振ってきた。だから気候緩和活動の共便益と称するものについて、WHOが
IPCCの⽅針をそのまま繰り返しているのも、そして各種但し書きによりある程度の「も
っともらしい否認能⼒」を確保しようとしているのも、特に意外ではない。しかしそれ
に続いてWHOが主催した⼤気汚染に関する会議で、WHOはさらに踏み出している。⼤
幅な排出削減からの複数の便益を匂わせつつ、BECCSの問題点をごまかすだけではもは
や不⼗分となった。新しい⽅針はどうやら、脱炭素化をできるだけ強⼒に促進する中
で、そうした問題点そのものを完全に隠蔽することらしい。 

これが完全に明らかとなったのは、第1回WHO⼤気汚染と保健に関する世界会議 

(WHOGCAPH) でのことだった。 
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それが最初に⽰されたのは、第1回全体セッションでのことだ。そこには主要賓客が
全員揃っていた。WHO事務局⻑テドロス・アダノム・ゲブレイエスス、WMO事務局⻑
ペテリ・ターラス、スペインのレティシア王妃、元UNFCCC事務総⻑クリスティアナ・
フィゲレスなどもいた。セッションで発表を⾏ったのは、かのドリュー・シンデルその
⼈だが、驚いたことにBECCSについてはまったく触れず、かわりに植林の選択肢だけに
話をしぼった。そして脱炭素化計画が、⼈道的にも環境的にも⼤惨事となりかねないと
認めた⾃分の論⽂にも関わらず、発表の締めくくりには世界の指導者たちに対する次の
メッセージを述べた: 

 

1.5℃の達成は⼤きな課題ですが、公衆衛⽣の改善、雇⽤増⼤、清潔な⽔の増
加、貧困削減、災害救済の費⽤削減、⽣物多様性喪失の防⽌などを意味します18。 

 

ほどんとの全体セッションでは、⼯業や交通や発電所からの汚染がとりあげられた。
最初の全体セッションで上映されたビデオはその典型だし、他の発⾔者も類似の論点を
挙げた。クリスティアナ・フィゲレスは⼯業や発電所の⾼い煙突や、⾃動⾞やトラック
の排気管を「むき出しの下⽔」だと述べ、1858年ロンドンの「⼤悪臭」になぞらえた
19。こうした汚染問題への解決策は、再⽣可能エネルギーを中⼼としたものだという。
本稿で明らかにした通り、これは欺瞞であり、そんな政策を実施すれば、⼈道的な⼤惨
事をもたらす。 

だがこうした重要な事実はほとんどが、主に副会議でしか聞かれなかった。特に家計
エネルギーを扱ったところではこれが⼤きかった。ここでは、出席していたメディア軍
団のまったく預かり知らないところで、⼀連の発⾔者̶̶世界的に有名な保健エンジニ
ア、バークレーのカーク・スミス教授やガーナのセカンドレディであるハジア・サミ
ラ・バムリアなど̶̶はみんな、家庭エネルギーを⽯炭やバイオマスのような固体燃料
から早急に離脱させるべきだと述べた。だが再⽣可能エネルギーにするのではない̶̶
そんなものは、実際には⾦持ち⻄洋⼈のおもちゃでしかないのだ̶̶液化⽯油ガス(LPG) 

という形の、もっときれいな化⽯燃料へと移⾏しようというのだ (公衆衛⽣上の理由で
固定燃料から早急に離脱する必要があるため、ヒラリー・クリントンの「きれいな調理
ストーブのための世界アライアンス」は、いささか恥ずかしいことに「きれいな調理の
ための世界アライアンス」と改名を余儀なくされた)。 
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6 結論 
家庭エネルギーに関する副会議の発⾔者たちは、貧困国がエネルギーの梯⼦を登り続

け、LPGのようなきれいな液体燃料に移⾏するつもりだと明らかにした。彼らにとっ
て、⼈道的に重要なのは⾃分たちの国⺠に、豊富でますますきれいなエネルギーを提供
することなのだ。これはまったく妥当なことだ。彼らから⾒れば恥ずべきこととして、
WHOのトップたちはまったくちがった⽬論⾒を持っていた。その⽬論⾒とは、無謀な脱
炭素化を進めるものであり、その家庭で世界の最貧層がひどく必要としているエネルギ
ーへのアクセスを阻害し、ほかの⼈々をだましてそこに「共便益」があると思い込ませ
る、というものなのだ。 
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